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1. 序論 

 

 時間および周波数は も精度よく測定できる物理量で

あり，秒の単位を実現する一次周波数標準器の不確かさ

は世界のトップで10-16台に到達している1)．こうした極め

て高い精度を生かして，時間周波数の標準は他の物理量

の精密計測や，工学的および理学的な応用にも広く波及

している．例えば，長さや電圧の標準は周波数と結び付

けられて定義されている．また，地球上での位置を計測

する全地球測位システム（GPS）は，電波の到達時間の

精密測定に基づいている2)．さらに，相対性理論の検証

実験も，時間や周波数の精密測定と密接な関係がある3)-7)．

また，E = hνの関係式を通じてエネルギーEと周波数νが

直接結びついていることから，量子力学的なエネルギー

構造に関わる超微細構造定数などを決定する実験におい

ても周波数の精密測定は極めて重要である8)．加えて，

原子干渉計の技術との組み合わせによる万有引力定数の

精密測定が提案されている9)．  

 一般的に周波数が高いほど精密な周波数測定が可能と

なるが，測定器の応答速度の限界を超えると波を直接観

測することができなくなる．これまでの時間周波数の標

準では，直接測定が可能なマイクロ波領域にあたるセシ

ウム原子の基底状態間の遷移周波数に基づいて秒を定義

してきた．しかし，2000年に超短パルスレーザのスペク

トルが広大な周波数領域で等間隔に並ぶことを利用した

光コムを用いて，マイクロ波よりもはるかに周波数の高

い光の絶対周波数を測定することができるようになっ  

た10), 11)．これを契機に，マイクロ波による標準から光に

よる標準へと変更することで周波数の測定不確かさの更

なる低減が期待されるようになった．光標準の障壁の一

つであった光と原子との相互作用による周波数シフト（光

シフト）12)の問題を解決する手法として光格子時計が提

案・開発されている13), 14)．また，捕獲された単一イオン

の光遷移の周波数を標準として用いる研究も進められて

いる15)．こうした光標準における周波数の不確かさはす

でに10-15台に達しており，将来的には10-17もしくは10-18

台に到達するといわれている．5年から10年後にマイク

ロ波による標準から光による標準へ秒の定義が移行する

可能性も示唆されている． 

 こうした秒の再定義のためには，従来の標準と次世代

の標準が互いに同等であることをできるだけ高い精度で

比較する必要がある．現在 も小さな不確かさを実現で

きる原子泉型の一次周波数標準器では不確かさの限界は

1×10-16あたりであると予想されている16)． 

 原子泉型一次周波数標準器における測定の不確かさは，

セシウム原子の遷移周波数にロックされたマイクロ波の

周波数の安定度と，黒体輻射や原子間衝突などのシステ

マティックな要因による周波数シフトを補正する際の不

確かさから生じる．1×10-16の不確かさを実現するには，

こうした一つ一つの要因から生じる不確かさを全て10-17

台に到達させなければならない．そのためには，周波数

安定度の向上のために原子数を増やすと衝突シフトが増

大するというトレードオフを打ち破る必要があることが

指摘されている．こうした問題を解決するため，NIST（ア

メリカ）では新しい方式の原子泉を用いて原子間衝突を

抑制しながら原子数を増やす試みが進められており，

SYRTE（フランス）では新規な衝突シフトの見積もり方

法が実行されている． 

 本調査研究では，原子泉型一次周波数標準器において

周波数安定度の向上と衝突シフトの不確かさの低減との

間に存在するトレードオフの関係を打破して1×10-16の不

確かさを実現する方法について議論する．第2章では，

原子泉の原理と実験配置を説明する．第3章では，周波

数安定度およびシステマティックな不確かさの要因を説

明するとともに，周波数安定度と衝突シフトの関係につ

いて述べる．その後，トレードオフの関係を打破するた
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めに海外の標準研究所で試みられている方法を第4章に

示す．それから，第5章では，パルスの冷却原子ビーム

を用いる方法を提案し，周波数安定度と衝突シフトの不

確かさなどについて考察する．第6章では，パルスビー

ム方式の長所と問題点を提示し， 後に第7章でまとめ

を述べる． 

 

2. 原子泉型一次周波数標準器 

 

2.1 セシウム原子のエネルギー構造 

 セシウム原子のD2線の基底状態62S1/2と励起状態62P3/2

のエネルギー準位を図1に示す．アルカリ金属の一種で

あるセシウム原子は 外殻に電子を一つだけ有しており，

解析的にエネルギー準位を計算することができる水素原

子と似たエネルギー構造を持っている．基底状態62S1/2

は，原子核スピンと電子の全角運動量との間の相互作用

による超微細構造によって，F=3とF=4に分裂する．62S1/2

のF=3とF=4のそれぞれは，縮退する2F+1個の磁気副準

位をもち，磁場をかけるとゼーマン分裂を起こす．ここ 

 

 

図1 セシウム原子のD2線（62S1/2–62P3/2）のエネルギー準位図．

超微細構造によって基底状態62S1/2および励起状態62P3/2は

それぞれ2つおよび4つに分裂している．さらに，磁場を印

加すると各超微細準位がゼーマン分裂を起こす．ただし，

励起状態のゼーマン副準位は本調査研究における原子泉の

説明には必要がないので省略した． 

で，磁気副準位 mF=0は一次のゼーマンシフトが0であ

り，残留磁場による影響を も受けづらい．そのため，

基底状態62S1/2のF=3, mF=0とF=4, mF=0との間の遷移に

対応する周波数が，標準周波数（定義値：9.192 631 770 

GHz，マイクロ波領域）として使用される． 

 原子泉では，原子の運動エネルギーを奪って冷却原子

群を生成するレーザ冷却，原子検出のための蛍光の発生，

および原子のエネルギー状態の選択の過程において， 

62S1/2－62P3/2間の波長852 nmに相当する光遷移を用いる．

励起状態 62P3/2は超微細構造によりF=2, 3, 4, 5の4つに分

裂している．光遷移には基底状態と励起状態の超微細準

位に関して∆F=0, ±1の選択則があるので，例えば 62S1/2, 

F=3－62P3/2, F =4の遷移に同調するレーザを照射した場

合，基底状態 62S1/2, F=3から励起状態 62P3/2, F=4に遷移

した原子は基底状態 62S1/2の F=3と F=4にある一定の確

率で自然放出する．それに対し，62S1/2, F=4－62P3/2, F =5

にレーザが同調している場合は両準位をサイクリックに

遷移する．原子泉では 62S1/2, F=3－62P3/2, F=4に同調し

たレーザによる数万回以上に及ぶ吸収－自然放出過程を

通じて 62S1/2, F=3の原子を 62S1/2, F=4にポンピングする

とともに，62S1/2, F=4－62P3/2, F=5に対応するレーザによ

ってサイクリックな遷移を起こさせ，光を原子と効率よ

く相互作用させる． 

 

2.2 原子泉 

 

 図2に一般的な原子泉16)を模式的に示す．本節では，我々

が産業技術総合研究所・計量標準総合センター（NMIJ）

で運用する原子泉型一次周波数標準器NMIJ-F1を基に説

明する17)．まず，超高真空装置内にセシウム原子を気体

として送り込み，互いに垂直な6方向から62S1/2, F=4－

62P3/2, F=5の遷移に対して10 MHz程度負に離調を取った

レーザを約1 s照射して冷却セシウム原子群（光モラセス18）

と呼ばれる）を生成する．さらに，周波数離調を数ms

の間だけ約50 MHzまで大きくすることにより偏光勾配冷

却19)を行い温度換算で1 µK程度まで原子群を低温度化す

る．それから，上下方向のレーザの周波数を僅かにずら

すことにより定在波を上方向に移動させて原子を打ち上

げ20),21)，その後冷却用レーザを切る．62S1/2, F=4にポピュ

レートした原子は上方に設けられた中空径1.5 cmのマイ

クロ波共振器に到達する．このマイクロ波共振器は，状

態選択用とラムゼー共鳴（後述）用の2つに分かれてい

る．弱い静磁場をかけて基底状態をゼーマン分裂させて

おき，状態選択共振器で62S1/2, F=3, mF=0と62S1/2, F=4, 

mF=0との間の遷移に同調したπパルスを照射する．この
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とき，静磁場とマイクロ波の磁場を平行にすることによ

りσ遷移（∆mF=0）を選択させることで，基底状態 F=4, 

mF=0の全ての原子を基底状態 F=3, mF=0に遷移させる．

その直後，62S1/2, F=4－62P3/2, F=5に同調したレーザを上

方から照射することにより，62S1/2, F=4の原子に散乱力

を与え，下方へ吹き飛ばす．残された 62S1/2, F=3, mF=0

の原子はラムゼー共振器に入り，62S1/2, F=3, mF=0と 

62S1/2, F=4, mF=0間の遷移に同調したπ/2パルスを受ける．

これにより 62S1/2のF=3, mF=0と F=4, mF=0に半分ずつ

の確率でポピュレートした原子は，マイクロ波共振器か

ら約1 mの高さまで打ちあがり，重力によって落下して

再びラムゼー共振器にてπ/2パルスを受け，62S1/2, F=4, 

mF=0に遷移する．この後，下方で 62S1/2, F=4－62P3/2, F=5

に同調したレーザを横方向から互いに対向させて照射す

ることにより発生した原子からの蛍光を，フォトダイオ

ードで検出する．蛍光量は 62S1/2, F=4, mF=0の原子の数

に比例するので，ラムゼー共振器における2度のπ/2パルス

によって 62S1/2, F=3, mF=0から 62S1/2, F=4, mF=0へ遷移

する確率を蛍光量から得ることができる．遷移確率が 大

となるようにラムゼー共振器のマイクロ波の周波数をロッ

クすることによって，遷移周波数を得ることができる． 

 
図2 一般的な原子泉．6本の冷却用レーザによる光モラセス，

マイクロ波共振器，および水平方向に対向するレーザと光

検出器からなる検出系からなる． 

 このようにマイクロ波をπ/2パルスで2度に分けて照射

することによって遷移周波数を得る手法をラムゼー共鳴

法22)と呼ぶ．この方法を用いた場合，ラムゼー共振器に

おけるマイクロ波の周波数の関数として遷移確率をプロ

ットすると，干渉縞のようなフリンジとなる．フリンジ

の幅は2度のマイクロ波照射のインターバルに反比例す

る．低速度の冷却原子を用いる原子泉では，熱原子ビー

ムを用いる方法に比べてインターバルが長くなり，1 s程

度となる．その結果，フリンジの幅が1 Hz程度と非常に

狭くなるため，高い精度で遷移周波数を得ることができ

る．実際にはラムゼー共振器のマイクロ波の周波数は局

部発振器として用いられる水晶発振器から連続的に与え

られ，約1 sに一回ずつ得られるラムゼー共鳴の信号が

大となるように局部発振器の周波数にフィードバックす

る． 

 実効的には原子とマイクロ波は2度のマイクロ波照射

のインターバルの間相互作用するので，以下ではラムゼ

ー共振器内およびそれより上方の領域をマイクロ波相互

作用領域と呼ぶことにする．マイクロ波相互作用領域に

存在する冷却原子に対しては，不確かさを生む周波数シ

フトの要因をできる限り排除する必要がある．そのため，

マイクロ波相互作用領域を3重のパーマロイ磁気シール

ド（遮蔽係数はトータルで8000）を用いて囲い，外部磁

場の影響を抑制する23)．また，原子にレーザが照射され

ることによって生じる光シフトを排除するため，冷却原

子がマイクロ波相互作用領域にあるときには，音響光学

変調器による高速スイッチングとともに機械的な電磁シ

ャッターを用いてレーザを遮断する． 

 

3. 原子泉型一次周波数標準器の不確かさ 

 

3.1 システマティックな要因による不確かさ 

 表1にNMIJ-F1における不確かさのシステマティックな

要因，およびそれらに対応する補正量と不確かさを示す．

ここで，「衝突シフト」は原子間の衝突によって遷移周波

数が変化することによって起こる．「黒体輻射」は原子が

真空チャンバなどからの黒体輻射を受けることによって

生じるシフトである．「位相分布シフト」は共振器内のマ

イクロ波の位相が一様ではないことが原因となって生じ

る．「マイクロ波強度依存性」はマイクロ波の強度の変化

とともに遷移周波数の測定値が変わるために起こるシフ

トで，マイクロ波がラムゼー共振器からもれることによ

って生じる．「2次ゼーマンシフト」はmF=0の磁気副準

位にも影響する2次のゼーマンシフトである．「重力赤方

偏移」は，一般相対論における重力の効果に起因する． 
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表1  NMIJ-F1における不確かさのシステマティックな要因，お

よびそれらに対応する補正量と不確かさ（2007年9月）. 

要因 
補正量 

（×10-15） 
不確かさ 
（×10-15） 

衝突シフト 0.0 3.3 
黒体輻射 -18.0 1.4 
位相分布シフト 0.0 1.2 
マイクロ波強度依存性 0.0 0.7 
2次ゼーマンシフト 182.5 0.5 
重力赤方偏移 1.6 0.1 

 

 NMIJ-F1においては，衝突シフトの不確かさが3.3 ×10-15

で 大となっている．また，NIST-F1（NISTで運用して

いる原子泉型一次周波数標準器）においても黒体輻射に

よるシフトに次いで2番目に大きな不確かさを生んでい

ることからも分かるように24)，衝突シフトの不確かさを

如何にして小さくするかが将来の原子泉型一次周波数標

準器の高度化のための重要課題である25)． 

 

3.2 シフト量の見積もり 

3.2.1 衝突シフト 

 衝突シフトは原子密度D，原子間の相対速度 vおよび

衝突断面積 λ(v)を用いて以下の式で書ける． 

)(vvλν Dcol =∆  (1) 

すなわち，衝突シフトは原子密度に比例する．また，原

子群の温度が低いほど原子間の相対速度が小さくなるた

め，衝突シフトが大きくなる． 

 衝突シフトが原子密度に比例することを利用して，遷

移周波数を原子数の関数としてプロットし， 小二乗法

によって線形フィッティングする．図3は，冷却原子源

として磁気光学トラップ（MOT） 26)を用いたときの

NMIJ-F1における原子数vs遷移周波数のプロットである27)．

ただし，各原子数における遷移周波数を，原子数（任意

目盛）が10のときの遷移周波数からの差としてプロット

している．星印は，国際原子時の値付けのために運用す

る際の原子数である．ここで，MOTは光モラセスに四重

極磁場を付加することによって原子を冷却し捕獲する手

法で，光モラセスよりも高密度かつ大原子数の冷却原子

群を生成することができる． 

 原子の数の調節は，状態選択共振器のマイクロ波のパ

ワーを変えることによって行う．その他の実験条件を変

えなければ，MOTでの冷却原子群の体積や温度，および

打ち上げ高さは変わらないので，マイクロ波相互作用領

域における冷却原子群の体積は一定となり，任意目盛に

おいて図3の原子数と原子密度は等価である．フィッテ

ィングによって外挿される密度0での遷移周波数および 

 
図3 NMIJ-F1において原子数の関数として得られた遷移周波数． 

 

誤差から，衝突シフトとその不確かさが見積もられる．

ただし，NMIJ-F1の運用時に用いられる光モラセスでは，

初期の冷却原子群の寸法はMOTのそれよりも大きいため，

図3から求められた衝突シフトの値は上限値であると考

えられる．そのため，表1に示すように，衝突シフトの

補正量を0とし，測定された衝突シフトを含むように不

確かさを十分に大きく取る． 

 

3.2.2 黒体輻射 

 ラムゼー共振器の共鳴周波数から導出される温度から

黒体輻射による周波数シフトを算出する．また，真空槽

の温度勾配から不確かさを見積もる．黒体輻射による周

波数シフトの補正量∆νBBRは温度T(K)の関数として以下の

式で表される25), 28)． 


















×+






××−=∆ −

24
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300
014.01

300
10711.1 TT

BBRν

(2) 

 

3.2.3 位相分布シフト 

 まず，有限要素法を用いた計算により3次元のマイク

ロ波位相分布を得る．そして， 

int2
),,(),,(

T
zyxzyx downup

p π
φφ

ν
+−

≈∆  (3) 

に，求めた位相分布を代入して数値シミュレーションを

行うことにより，位相分布シフト∆νpを計算する．ただし，

φ(x,y,z)upおよび φ(x,y,z)downはそれぞれラムゼー共振器での

1回目および2回目の相互作用において原子が感じるマイ

クロ波の位相である．また，Tintはラムゼー共振器におけ

る2度のマイクロ波照射のインターバルである． 
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3.2.4 マイクロ波強度依存性 

 マイクロ波のパワー pと周波数シフトの関係は以下の

式で書ける29, 30)． 

( ) 







−






+−=∆ 1

2
sin1)( 21

πν ppCpCppw
 (4) 

ただし，C1およびC2は定数である． 

 ラムゼー共振器におけるパルスの面積が (2n+1)π/2, 

（n=0, 1, 2, 3, 4）のそれぞれの場合において遷移周波数

を測定し，その結果に対して式(4)を用いてフィッティン

グすることにより，定数C1およびC2を見積もる． 

 

3.2.5 2次ゼーマンシフト 

 まず，62S1/2, F=3, mF=1と 62S1/2, F=4, mF=1の間の遷

移周波数を測定することにより1次ゼーマンシフト∆νz1

を得る．2次ゼーマンシフトは1次ゼーマンシフトを用い

て以下の式から導かれる． 

( )
0

2
1

2
8

ν
ν

ν z
z

∆
=∆  (5) 

ただし，ν0は遷移周波数である． 

 マイクロ波相互作用領域における磁場は一様ではない

ので，1次ゼーマンシフトを打ち上げの高さを変えなが

ら測定して磁場の分布を見積もり，トータルの2次ゼー

マンシフトを推定する． 

 

3.2.6 重力赤方偏移 

 海抜が違うと重力ポテンシャルが異なるため，時間の

ずれが生じる．周波数標準ではジオイド面上（ほぼ平均

海水面に等しい）を基準にして，こうした重力赤方偏移

の補正量を以下の式で見積もる． 

PFSRS h161009.1 −×=∆ν  (6) 

ただし，hPFS (m)は原子泉のジオイド面からの高さである． 

 

3.3 周波数安定度および量子限界 

 周波数安定度σyは測定時間τ (s)の関数として以下の式

で書ける． 

( ) ( ) ( ) 2/11
0 //~ −−⋅∆ τνντσ NSy  (7) 

ここで，∆νおよびS/Nはそれぞれラムゼー共鳴の線の半

値全幅および信号対雑音比を示している．NMIJ-F1にお

ける周波数安定度は典型的には1×10-12 τ-1/2である． 

 式(7)から，定められた測定時間において周波数安定度

を向上させる（σyを小さくする）ためには，ラムゼー共

振器における2回のマイクロ波照射のインターバルを長

くして（すなわち，原子群を高く投げ上げて）ラムゼー

共鳴の線幅を狭くするか，信号対雑音比を大きくする必

要がある．ここで，インターバルは打ち上げ高さの平方

根に比例するので，インターバルを一桁長くするには打

ち上げ高さを現状の約1 mから100 mにする必要があり，

現実的ではない．信号対雑音比の増大は，蛍光の集光効

率の向上，検出用レーザの周波数およびパワーの安定化，

電気的なノイズの除去などの地道な改善によりなされる

が，原子数に比例した信号に対して原子数の平行根に比

例した量子雑音が必ず入ってしまう．そのため，信号対

雑音比の量子限界は検出される原子の数の平方根によっ

て与えられる． 

 

3.4  衝突シフトと周波数安定度の関係 

 光モラセスで生成される冷却原子の数を増やすと，検

出原子数と原子密度が同時に増加するため，周波数安定

度が向上する一方で衝突シフトが増大する．そのため，

周波数安定度の向上と衝突シフトの抑制にはトレードオ

フの関係が生じる． 

 図4は，予想される衝突シフトの不確かさと周波数安

定度を検出原子数の関数として示したものである．ただ

し，このグラフを書く際にはNIST-F1の条件とデータを

参照した24)．検出原子数は104であり，τ=1 771 200 s（20.5

日）における周波数安定度および衝突シフトの不確かさ

はそれぞれ4 ×10-16（6 ×10-13τ-1/2）および1.0 ×10-16である．

また，周波数安定度は検出原子数の平方根に反比例し，

衝突シフトの不確かさは検出原子数に比例すると仮定し

た．ただし，原子数はオーダーでしか見積もられていな

いため，このグラフの数値は概算であることを注意して

おく． 

 
図4 検出原子数の関数として示した予想される周波数安定度

（実線：灰色）および衝突シフトの不確かさ（実線：黒）.

加えて，周波数安定度0.7×10-16のライン（破線：灰色）お

よび目標とする衝突シフトの不確かさ（破線：黒色）を示

す．また，灰色のドットおよび黒のドットはそれぞれNIST-F1

における周波数安定度および衝突シフトの不確かさである． 
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 簡単のため，システマティックな不確かさの要因が衝

突シフトのみであると仮定し，周波数安定度と衝突シフ

トの不確かさが同等であるとすると，両者を合成した不

確かさを1 ×10-16に抑制するためには，両者がそれぞれ

0.7 ×10-16に到達しなければならない．NIST-F1では信号

対雑音比はほぼ量子限界に達しているので，目標の周波

数安定度を得るためには原子数を3 ×105程度まで増やす

必要がある．しかしながら，このとき衝突シフトの不確

かさは3 ×10-15程度まで増大する．トータルの不確かさが

1 ×10-16に到達するためには，この衝突シフトの不確かさ

をいかにして0.7 ×10-16まで下げるかがポイントとなる． 

 

3.5 NMIJにおける原子泉型一次周波数標準器の現状 

 NMIJ-F1では，4×10-15の不確かさで国際原子時の値付

けを行っている．現在，すでに10-16台の不確かさを実現

しているNISTや SYRTEの原子泉を目指した 2号器

（NMIJ-F2）を設計製作中である． 

 NMIJ-F2では，NIST-F1と同様に真空槽一体型のマイク

ロ波共振器31)を用いることによってマイクロ波の漏れを

解析的に見積もれるようにし，位相分布シフトに起因す

る不確かさを低減する予定である．また，真空チャンバ

をクライオジェニックで冷却することが可能であり，黒

体輻射の抑制が期待される．さらに，光モラセスの冷却

用レーザの光軸を（1,1,1）配置（3次元的に6方向から照

射されるレーザのうちの1本の方向ベクトルが，鉛直軸

をz軸としたデカルト座標系において（1,1,1）となる配置）

にすることで冷却用レーザが細いマイクロ波共振器の中

空部を通過せずに済むようにする．これによって，冷却

用レーザのビーム径を大きくすることができ，冷却原子

群の体積と原子数を増大させることができると期待され

る．原子数の増加は周波数安定度の向上に寄与する． 

 表1に示すように，NMIJ-F1における衝突シフトの補正

量は0であるのに対し，不確かさは3.3×10-15と大きく取

られている．従って，不確かさが大きいのは衝突シフト

が大きいからではなく，見積もりの精度が十分ではない

ためであると考えられる．ここで，MOTではなく光モラ

セスを用いたときの衝突シフトを測定できれば，運用時

における衝突シフトを正確に見積もることができ，不確

かさを小さくできると期待される．そのためには，光モ

ラセスで生成される冷却原子の数を増やす必要がある．

従って，現状では衝突シフトの増大を懸念するよりも，

まずは原子数を増やすことにより，周波数安定度の向上

とともに衝突シフトの見積もりの高精度化を目指すべき

である． 

 周波数安定度を量子限界まで向上させることは容易で

はなく，光源の安定化や，より一様な磁場の励起などの

地道な改善を施していくことになるであろう．周波数安

定度が向上すれば，不確かさが10-16台に到達すると期待

される．しかしながら，さらに進んで1×10-16の不確かさ

を目指すと，3.4節に示したような衝突シフトの不確かさ

と周波数安定度の向上との間に存在するトレードオフの

関係が浮上する．以下では，このトレードオフの関係の

打破に関して議論を進める． 

 

4. 海外標準研における取り組みと我々の方針 

 

 衝突シフトの不確かさをいかにして低減するかは，我々

に限らず国内外の原子泉に係わる研究者にとって重大な

テーマである25)．いくつかの提案や試みがあるが，現在

のところは決定的な手法はなく，各研究機関がしのぎを

削っている段階である．その中でも，リードしているの

はNISTとSYRTEであるといってよいだろう．また，METAS

（スイス）では，連続的な冷却原子ビームを用いること

によって，原子密度を抑えながら検出原子数を増やすこ

とを試みている32)．以下では，それぞれの取り組みを説

明するとともに，我々の方針について述べる． 

 

4.1 ジャグリング（NIST） 

 ここでのジャグリング33)-36)とは，冷却原子群を打ち上

げてから検出領域まで落下してくる約1 sの間に，可能な

限り数多く冷却原子群を上方へ連発することによって，

マイクロ波相互作用領域における原子密度は従来の原子

泉と同程度に抑えたまま，検出原子数を打ち上げ回数分

だけ増加させる手法である．この手法はNISTで試みられ

ている．光モラセスで107個程度の冷却原子を25 msの間

に用意し打ち上げる．これを35 msのインターバルで連

続的に行う．真空チャンバ内に充満させてセシウム原子

を光モラセスに供給する通常の方法では106個の冷却原子

を得るのに1 sかかるため，ジャグリングに必要な原子の

高速ロードを行えない．そのため，NISTではLow Velocity 

Intense Source（LVIS）37)を用いて冷却原子を光モラセス

内に高フラックス（1010 s-1）のビームとして送り込むこ

とによりこうした高速ロードを達成する．さらに，打ち

上げ毎に原子の速度を調節し，すべての原子群を同時に

検出領域に到達させることで，信号対雑音比の向上を図

るとともに，マイクロ波相互作用領域で冷却原子群が重

なって密度が増大することを防ぐ． 

 ジャグリングでは，原子がマイクロ波相互作用領域に

存在するときに光モラセス用のレーザを照射して，新た

な冷却原子群を生成しなければならない．レーザがマイ



 
 

セシウム一次周波数標準の高度化 
 

産総研計量標準報告 Vol. 7, No. 1 31 2008年3月 

クロ波相互作用領域には直接照射されないような実験配

置にはなっているものの，僅かながらも生じた散乱光が

マイクロ波相互作用領域に入り込み，光シフトが無視で

きなくなる可能性が高い．こうした難点を解決する方法

としては光モラセスの周辺のオプティクスなどに散乱光

を極限まで抑制する工夫をこらすか，真空チャンバ内の

マイクロ波共振器のすぐ下に機械的な電磁シャッターを

設けて高速動作させ，散乱光を遮断するかの選択になる

だろう．どちらにしても，極めて高度な実験技術を要求

されるはずである．また，通常の原子泉にLVISを付け加

えたより複雑な実験配置が必要となる． 

 

4.2 Adiabatic Passage を利用した衝突シフトの見積も

り（SYRTE） 

 衝突シフトの見積もりには原子数の絶対値は必要ない

ものの，任意目盛での精密な原子数の測定が要求される

が，原子数の安定化や精密測定は非常に難しい．衝突シ

フトの不確かさは，周波数安定度とともに原子数の精度

に起因している． 

 状態選択共振器でのマイクロ波のパワーを調節するこ

とにより，光モラセスで生成された冷却原子の数に対す

るラムゼー共鳴に関わる原子の数の比を制御することが

できるが，共振器の温度変化などによりマイクロ波のパ

ワーがわずかに変動するうえに強度分布は共振器内で一

様ではない．そのため，ラムゼー共鳴に関わる原子の数

の精度が下がる．しかし，状態選択共振器でのマイクロ

波の周波数を滑らかに挿引して行うAdiabatic Passage

（AP）法を用いると，この原子数の比がマイクロ波の強

度によらず一定となる38)．そのため，ラムゼー共鳴に関

わる原子の数を精密に制御することができる．SYRTEに

おいてAP法による衝突シフトの見積もりの精度はすでに

10-2に達しており，近い将来10-3に到達すると期待される． 

 通常の光モラセスでは原子数は106個程度であるが，

LVISなどによる高フラックス冷却原子ビームを用いて1 s

程度原子をロードし，原子数を109程度まで増やす．これ

によって，検出原子数を107個程度にし，周波数安定度を

10-17程度まで向上させる．それとともに10-14台まで増加

した衝突シフトを正確に見積もり，トータルとしての不

確かさ1 ×10-16を目指す． 

 ラムゼー共鳴に関わる原子の数を高い精度で決定する

には，AP法による状態選択の精度の向上のみでなく光モ

ラセスの原子数の安定度も重要である．ここで，衝突シ

フトを見積もる際には，各原子数に対して数日間かける

ことで十分な周波数安定度を得ながら，遷移周波数を精

密に測る必要があるので，長時間に渡って光モラセスの

原子数を一定に保たなければならない．そのためには，

レーザ光源を今まで以上に安定化する必要がある．加え

て，極限的な精度を得るためには，状態選択共振器のマ

イクロ波の周波数精度および挿引のタイミングや滑らか

さを追及していく必要があるだろう． 

 

4.3 連続的な冷却原子ビームを用いた方法（METAS） 

 通常の原子泉では光モラセスによって冷却原子の集団

を作ってから打ち上げるため，信号は約1 sおきのパルス

で得られる．もし，cwの冷却原子ビームを用いて信号を

連続的に得れば，周波数安定度がより向上すると期待さ

れる． 

 また，光モラセスを用いる場合に比べて，冷却原子ビ

ームを用いた場合は縦方向に原子の分布が大きく引き伸

ばされる．そのため，同じ原子数でも体積が大きくなる

分だけ密度を薄くすることができる．従って，衝突シフ

トの不確かさの低減と周波数安定度の向上を両立する手

法として有望であると考えられる． 

 ただし，光モラセスを単純に冷却原子ビーム源に替え

ただけでこうした原子泉が実現できるわけではない．図

5にMETASの原子泉を模式的に示す．通常の光モラセス

を用いた方法では冷却原子群の生成，打ち上げ，マイク

ロ波との相互作用，および検出といった過程を全て別々 

 
図5  連続的な冷却原子ビームによる原子泉．原子が放物線を描

くように打ち上げることにより，上昇する原子と落下する

原子の軌道が交わらないようにする． 
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に行うのに対し，連続的な冷却原子ビームを用いる場合

には全ての過程を同時に行う必要がある．そのため，冷

却原子ビームとして打ち上げられてから検出されるまで

の間にレーザの照射によって原子の運動が変化すること

がないように，原子をやや斜めに打ち上げて放物線の軌

道を描かせ，上昇する原子と下降する原子が重ならない

ように工夫している． 

 この方法は10年以上前から試みられているものの，国

際原子時の値付けに寄与するには至っていない．その理

由は，レーザを連続的に照射する必要性から電磁シャッ

ターを用いてレーザを遮断することができないため，散

乱光による光シフトが無視できないことである． 

 

4.4 我々の方針 

 信号対雑音比が向上すると，原子泉の周波数安定度は

局部発振器の短期の周波数安定度によって制限されるよ

うになる．現状のNMIJ-F1ではそうした段階には至って

いないが，今，局部発振器として使用している水晶発振

器よりも高い短期安定度をもつサファイア発振器（測定

時間1 sでの周波数安定度6×10-14）をNMIJでは保有して

いる39)．サファイア発振器を局部発振器として用いて，

その性能を十分に発揮するためにも，原子泉の短期の周

波数安定度を向上させることが重要である． 

 原子数の増大と衝突シフトの不確かさの低減の両立に

関して，NISTとSYRTEの方針には大きな違いがある．前

者は原子の密度を維持することによって衝突シフトを増

大させないようにしながら原子数を増やす工夫をしてい

る一方で，後者は原子の密度を上げて周波数安定度を向

上させ，それとともに増加した衝突シフトを正確に見積

もる方法を取っている．我々としては，サファイア発振

器の強みを発揮するためにも，まずは原子数を増やして

原子泉の短期安定度を向上させる方向で進めるのが望ま

しいと考える． 

 そのためにはSYRTEの試みている手法は有望であろう．

その一方で，光シフトの問題さえ解決すれば，METAS

における冷却原子ビームを用いる方法も有力ではないか

と考える．そこで，光シフトの解決策として，冷却原子

をビームとして打ち上げ，マイクロ波共振器に到達する

直前に冷却原子ビーム源のレーザをオフにする方法（パ

ルスビーム方式）を提案する．次章では，パルスビーム

方式における周波数安定度と衝突シフトについて考察す

る． 

 

5. パルスビーム方式に関する考察 

 

5.1 光モラセスとの比較 

 周波数安定度の向上と衝突シフトの不確かさの低減を

両立する方法の一つは，密度が薄く体積の大きな冷却原

子群を生成することである．ただし，原子を内径1.5 cm

のマイクロ波共振器に効率よく通過させなければならな

いので，冷却原子群の横幅は制限される．そのため，冷

却原子群の体積を大きくするには，縦方向に長くする必

要がある． 

 こうした縦長の冷却原子群を光モラセスによって生成

することを考える．光モラセスでは6本の冷却用レーザ

が交差した領域に冷却原子群が作られるため，要求され

る冷却原子群の長さが得られるように水平方向のレーザ

ビームを縦長にする必要がある．このときレーザビーム

の断面積が大きくなるので，光強度を維持するためには

レーザパワーを増大させる必要がある． 

 現在NMIJ-F1における光源のパワーは約300 mWである．

もし，光強度を維持したまま今よりも2桁長い光モラセ

スを生成しようとすれば，20 Wのパワーが必要になる．

現在市販されているレーザや光アンプでは，光モラセス

に必要な単一縦モードで波長可変のレーザをこのような

高いパワーで得るのは現実的に困難である．また，ビー

ムの縦方向の径が1 mに及ぶレーザを形成し，真空チャ

ンバ内に導入するためには極めて大きなオプティクスと

ビューポートを用いる必要がある． 

 冷却原子ビームによって生成される冷却原子群は必然

的に縦長である．また，6.1節で詳しく述べるが，冷却原

子ビームの生成には通常の1 cm3程度の体積の光モラセス

を生成するのに必要なパワーを持つレーザを数cmのビー

ム径にして照射すれば十分である．連続的な冷却原子ビ

ームを用いた方式では光シフトの問題が生じるが，冷却

原子ビームの先頭がマイクロ波共振器に到達する直前に

冷却用レーザを切れば，縦長の冷却原子群を生成しつつ

余分な光シフトを抑制することができる．こうしたパル

スビームを用いた方式ではラムゼー共振器への周波数の

連続的なフィードバックは行われないが，原子泉に適し

た低密度で大体積の冷却原子群を生成するのに有効な方

法であると考えられる． 

 

5.2 パルスビーム方式の原子泉における実験装置 

 パルスビーム方式の原子泉は4.3節に示したMETASに

よる冷却原子ビーム方式の原子泉とは違い，原子群に放

物線軌道を描かせる必要はない．基本的には通常の原子

泉における光モラセスが冷却原子ビーム源に変わるだけ
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である． 

 パルスビーム方式では，冷却原子ビーム源からマイク

ロ波共振器までの距離が生成される冷却原子群の長さの

上限になる．原理的にはこの距離を長く取るほど大きな

冷却原子源を生成できることになるが，装置全体が高く

なり鉛直出しや光学系のアラインメントが難しくなる．

現状の原子泉に比べて極端に高くならないようにするた

めには，冷却原子ビーム源とマイクロ波共振器との距離，

およびマイクロ波共振器から原子の 高到達点までの距

離をそれぞれ約1 mずつにして，全体として高さを約2 m

にするのが適当であり， 大でも3 m以下に抑えるべき

だと考えられる． 

 

5.3 冷却原子ビームの性能から導かれる原子泉のパラメ

ータおよび不確かさ 

 冷却原子ビームの性能を示すフラックス，平均速度，

縦方向および横方向速度広がりは，原子泉における平均

打ち上げ高さ，検出原子数，および原子密度といったパ

ラメータとともに，周波数安定度や衝突シフトの不確か

さを決める．本節では，冷却原子ビームの各性能値と原

子泉の各パラメータとの関係を導き，期待される不確か

さを定量的に示す． 

 

5.3.1 平均打ち上げ高さ 

 原子の平均打ち上げ高さは冷却原子ビームの平均速度

から得られる．冷却原子ビーム源を出射した後の原子は

重力のみを受けて運動すると仮定すると，平均打ち上げ

高さ hは，冷却原子ビーム出射直後の平均速度ν0と重力

加速度 gを用いて 

g
v

h
2

2
0=  (8) 

と表される．この式から，5.2節に示したような h=2–3 m

となるための速度はν0=6–8 m/sになると導かれる． 

 

5.3.2 検出原子数と周波数安定度 

 検出原子数は，生成直後の冷却原子群の原子数と，原

子が検出される効率との積によって表される．前者は冷

却原子ビームのフラックスとパルス時間によって与えら

れ，後者は縦方向および横方向の速度広がりに依存する． 

 パルス時間は冷却原子がビーム源を発してからマイク

ロ波共振器に到達するまでの時間∆tm1によって与えられ

る． 

g
gdvv

t c
m

22
00

1

−−
=∆  (9) 

ただし，dcはマイクロ波共振器と冷却原子ビーム源との

距離である．冷却原子ビームのフラックスをFとすると，

生成される冷却原子群の原子数はN0=F∆tm1で与えられる．

これに式(9)を代入して， 

( )cgdvv
g
FN 22

000 −−=  (10) 

が導かれる． 

 冷却原子群が生成された後，まず状態選択において原

子数が減少する．状態選択の効率α～0.1である．さらに，

ガウス分布に従う原子の速度広がりのために，原子群が

時間とともに横方向に広がり，マイクロ波共振器を通過

できずにロスとなる．マイクロ波共振器を通り抜ける効

率β（横効率と呼ぶことにする）は，近似的に以下の式

で見積もることができる． 









∆∆+

−−≅ 2
2

22
0

2

exp1
mtb

c

tvR
R

β  (11) 

ここで，∆νt, Rc, およびRb0はそれぞれ原子群の横方向の

速度広がり(1/e半幅)，マイクロ波共振器の中空部の半径，

および打ち上げ直後の冷却原子ビームの半径である（5.4

節に述べるが，冷却原子ビーム生成後に横方向冷却を付

加する．この場合には，∆νtおよびRb0はそれぞれ横方向

冷却直後における横方向速度広がりおよび冷却原子ビー

ムの半径となる）．また，∆tm2は冷却原子がビーム源を出

射してからラムゼー共振器で2度目のマイクロ波照射を

受けるまでの時間であり，以下の式で書ける． 

g
gdvv

t c
m

22
00

2

−+
=∆  (12) 

 また，縦方向の速度広がりが大きくなると，原子群が

時間とともに長くなるため，検出領域に原子群の先頭が

到達したときにまだ原子群の一部がマイクロ波相互作用

領域に存在する．光シフトが起こるために，検出用レー

ザ照射時にマイクロ波相互作用領域に残っている原子は

周波数測定に寄与できずロスとなる． 

 検出領域を冷却原子ビーム源より上のなるべく低い位

置に設置したとする（すなわち，検出領域からマイクロ

波共振器までの距離:≒dcとする）．冷却原子が打ち上げ

られてから検出領域に到達するまでの時間を∆tdとし，縦

方向速度広がり（1/e半幅）を∆ν0とすると，検出領域に

到達したときの冷却原子群の長さは～dc+2∆ν0∆tdで与え

られる．このうち検出できる冷却原子群の長さは dcであ
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るから，マイクロ波共振器を通過する原子の数に対する

検出原子数の割合（縦効率と呼ぶことにする）は 

dc

c

tvd
d

∆∆+ 02
~γ  (13) 

で表される．ここで， 

g
v

td
02

=∆  (14) 

である． 

 検出原子数は，以下の式で見積もることができる． 

αβγ0NNd =  (15) 

 また，周波数安定度が量子限界に達していると仮定す

ると，図4より周波数安定度は検出原子数から 

2/114104~ −−× dy Nσ  (16) 

と見積もられる． 

 

5.3.3 原子密度と衝突シフト 

 マイクロ波相互作用領域における原子密度は，原子が

加速度を受けて運動している上に速度広がりを持つため，

時間と場所に対し一定ではない．ここでは簡単のため，

冷却原子ビームのパルスの中心が 高点に達したときの

原子密度を見積もる． 

 初速度ν0で速度広がりを持たない冷却原子ビームのパ

ルスの中心が 高点に達したときのパルスの先頭と 後

尾の冷却原子ビーム源からの高さは 

( )2
1

24
8
1

mht ttgh ∆−∆=  (17) 

で求められる．ただし，∆thは速度ν0の原子がビーム源を

出発してから 高点に達するまでの時間で 

g
v

th
0=∆  (18) 

で与えられる．縦方向の速度広がりを考慮すると，冷却

原子群の長さは以下の式で見積もることができる． 







 ∆

+∆∆+∆∆+−
2

~ 1
00

m
hht

t
tvtvhhL  (19) 

その一方で，横方向速度広がり∆νtと時間∆thを用いて原

子群の半径は平均で 222
0~ htbbh tvRR ∆∆+ で表されるので，

原子群の体積は 

( )222
0~ htbh tvRLV ∆∆+π  (20) 

で見積もられる． 

 また， 高点における原子数はN0αで求められるので

（∆νt
2∆tm1

2~ 1 mm2 << Rc
2より， cb RR ≤0 であれば上昇

時にマイクロ波共振器を通過できずに生じるロスは無視

できる），平均原子密度（:= N0α / Vh）は式(10)と式(20)

を代入することで以下のように導かれる． 

( )222
0

2
00 2

~
htb

c

tvRgL

gdvvF
D

∆∆+






 −−

π

α
 (21) 

 一方で，光モラセスの場合には 高点での平均原子密

度は以下の式で与えられる． 

2/3222
0 )(4

3
~

molhmolmol

mol
mol tvR

N
D

∆∆+π
α   (22) 

ここで，NmolおよびRmol0はそれぞれ光モラセスにおける

冷却原子の数および原子群の半径である．∆νmolは速度分

布の1/e半幅であり，冷却原子群の温度Tmolと以下の式で

結び付けられる． 

m
Tk

v molB
mol

6
=∆  (23) 

ただし，mおよび kBはそれぞれ原子の質量およびボルツ

マン定数である．また，∆tmolhは光モラセスで生成した冷

却原子群を投げ上げてから 高点に到達するまでの時間

であり，投げ上げ高さhmol=1 mを用いて∆tmolh=(2hmol / g)1/2 

=0.45 sと求められる．式(18, 21-23)より，パルスビーム

の場合と光モラセスの場合における 高点での原子密度

の比κ := molDD / は 

1

2

22
02

0

2
3

2
2

0

2
00

6

2
3

4~

−











 ∆
+









 ∆
+×






 −−

g
vv

R
m
tTk

R

gdvv
gLN
F

t
b

molhmolB
mol

c
mol

κ
 (24) 

となる． 

 図4における光モラセスの場合において，衝突シフト

の不確かさは検出原子数Ndに比例し，Nd～104のとき衝突

シフトの不確かさが1×10-16である．ここで，光モラセス

ではα～0.1, β～0.1, γ=1より式(15)からNmol～106と計算さ

れる．Nmol=106のときの比κをκ0とすると，パルスビーム

の場合における衝突シフトの不確かさは以下の式で表さ

れる． 

0
16101~ κ−×colu  (25) 

ただし，衝突シフトの測定精度はNIST-F1における精度

と同等であると仮定した． 
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5.3.4 合成された不確かさ 

 衝突シフトの不確かさと周波数安定度を合成した不確

かさは 22
colytot uu += σ で与えられる．ここで，状態選択

共振器のマイクロ波パワーを調整することにより状態選

択の効率 αを下げることは容易である．原子密度と検出

原子数は双方とも状態選択の効率に比例するため，状態

選択の効率を下げることで衝突シフトの不確かさ ucolを

低減できる一方で周波数安定度が低下する（すなわち σy

が大きくなる）．状態選択の効率がη倍(η < 1)になったと

すると，合成された不確かさは 

2122
ycoltot uu σηη −+=  (26) 

で表される．合成された不確かさを 小とするηおよび

小値はそれぞれ以下の式で書ける． 

3/1

2

2

0 2 












=

col

y

u

σ
η  (27) 

( ) ( ) ( ) 3/123/122/13/13/2min 4.122 colycolytot uuu σσ ≒+= −  (28) 

 

5.4 冷却原子ビーム生成法 

 レーザ冷却が開発された初期の頃から度々新しい冷却

原子ビーム生成方法が開発されてきた40)-42)．その中で，

要求されるような低速度で速度広がりが小さく，かつフ

ラックスの大きな冷却原子ビームを生成できる方法とし

ては，2次元磁気光学トラップ（2D-MOT）43)，2D+-MOT44)，

およびLVIS37)が挙げられる．ここで，横方向速度広がり

を温度換算で1 µKに抑制するため，生成された冷却原子

ビームに対して水平方向から冷却用レーザを照射して横

方向冷却を付加的に行うものとする．また，飛行ととも

に径が広がっていく冷却原子ビームに対し，Rb0=Rcとな

るように横方向冷却を行う位置を決めるものとする．表

2に，上記の3つの冷却原子ビーム生成方法について，フ

ラックスF，平均速度ν0，縦方向速度広がり∆ν0および横

方向速度広がり∆νt（カッコ内は横方向冷却を行わない場

合）といった冷却原子ビームの性能を示すとともに，こ

れらのパラメータを用いて5.3節から見積もられる生成直

後の冷却原子群の原子数N0，縦効率γ，横効率β， 高点

における原子群の体積Vh，平均打ち上げ高さh，検出原子

数Nd，および原子密度比κ0を記載する．さらに表2には，

式(16)および式(25)からそれぞれ得られる周波数安定度σy

および衝突シフトの不確かさucolとともに，式(28)を用い

て得られる両者を合成した不確かさの 小値 min
totu を示す．

ただし，平均速度が可変である2D-MOTの場合には，  

表2 2D+-MOT，2D-MOTおよびLVISによって生成される冷却

原子ビームの性能値，パルスビームを原子泉型一次周波数

標準器に適用した際のパラメータ，および期待される不確

かさ．ただし，合成不確かさに関しては各々の比較のため

に2桁まで記述した． 
 2D+-MOT 2D-MOT LVIS 

フラックスF(×109 s-1) 9 0.73 5 
平均速度ν0(m/s) 8 2-8 14 
縦方向速度広がり 

Δν0(m/s) 
2.0 0.078 1.6 

横方向速度広がり 
Δνt(m/s) 

0.016 
(0.2) 

0.016 
(0.10) 

0.016 
(0.21) 

生成原子数N0(×108) 10 1.5 4 
縦効率γ 0.1 0.8 0.1 
横効率β 0.09 0.2 0.03 

原子群体積Vh 

(×10-3 m3) 
2 0.07 8 

平均打ち上げ高さ 
h(m) 

3 2 10 

検出原子数Nd(×106) 1 2 0.1 
原子密度の比κ0 3 10 0.3 

衝突シフトの不確かさ

ucol(×10-16) 
3 10 0.3 

周波数安定度 
σy(×10-16) 

0.3 0.3 1.3 

合成不確かさ 
min
totu (×10-16) 1.0 1.4 1.3 

 

平均速度を6 m/sとして平均打ち上げ高さが2 mになるよ

うにした．また，dc=1 m，Rc=7.5 mm，Tmol=1 µK，m=2.21

×10-25 kgとした． 

 5.3節に示した数式を用いて得られる数値の精度を考慮

すると数倍の誤差は覚悟する必要があるが，3つのどの

方法を用いても合成された不確かさが有効数字1桁で1×

10-16になると計算される．しかしながら，LVISに関して

は，平均速度が大きいために平均打ち上げ高さが10 mに

達してしまうという重大な問題がある．この高さの超高

真空装置を用意するには，まず建物の建築から始めるな

ど従来の原子泉よりはるかに規模の大きなプロジェクト

を要すると考えられ，現実的ではない． 

 2D+-MOTと2D-MOTを比較すると，合成された不確か

さは2D+-MOTの方が若干小さい．冷却原子ビームの性能

では，2D+-MOTの方がフラックスが一桁高い一方で，速

度広がりは一桁以上大きくなってしまう．そのため，

2D+-MOTの方が生成原子数を大きくできるのに対し，

2D-MOTの方が生成原子数に対する検出原子数の割合が

大きい．また，2D-MOTには平均打ち上げ高さが調整可

能であるという長所がある． 

 また，2D+-MOTとLVISでは，光モラセスと同様に熱気

体原子を充満させることによって原子が供給される一方
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で，2D-MOTについて今回参照した論文では，原子の供

給効率を上げるために熱原子ビームの冷却を用いる．

2D-MOTにおいても熱気体原子の充満によって原子をロ

ーディングすることは可能であるが，表2に示した性能

値を得ることが可能かどうかは定かではない．従って，

2D-MOTの場合には2D+-MOTとLVISと比べて，原子供給

のためにより複雑な実験系を組むことが必要となる可能

性が高い． 

 以上を総合すると，2D+-MOTと2D-MOT双方とも不確

かさ1×10-16の達成が期待できるが， も小さな不確かさ

を期待できるのは2D+-MOTである．加えて，2D+-MOT

の場合の方が生成原子数が大きいため，4.4節で述べた方

針に合致している．しかし，速度や速度広がりを重視す

る必要があれば，2D-MOTを選択することになろう．LVIS

の場合には平均打ち上げ高さが高すぎるので，速度を抑

制する付加的な方法が存在しない限り用いることは困難

である． 

 

5.5 2D+-MOT 
 図6に2D+-MOTの実験配置を示す．また，表3に論文44)

に記載された典型的な実験パラメータを示す．3次元的

に6方向から原子の共鳴周波数に対して-18 MHzの離調を

取った円偏光レーザを照射する．さらに，図6に示すよ

うに陸上競技トラック型のコイルを4つ配置し，向かい

合うコイルに対しては互いに逆向きの電流を流す．この

とき中心軸上で磁場が0となる四重極磁場が励起される．

レーザが交差する領域に入り込んできた気体原子は，光

子の吸収－自然放出の過程を繰り返すことでレーザの伝

播方向へ散乱力を受ける．ここで，原子はドップラーシ

フトによって運動方向とは逆向きのレーザにより強く共

鳴するため，原子には減速する力（摩擦力）が加わる．

さらに，勾配を持つ四重極磁場によって誘起されるエネ

ルギー準位のゼーマンシフトは中心軸から離れるにつれ

て大きくなる．このとき，レーザの円偏光の向きを適切

に選ぶと，原子の位置から見て中心軸方向に向かうレー

ザにより強く共鳴し，原子には中心軸方向への力が生じ

る．こうした摩擦力と中心力によって，冷却原子が生成

され，中心軸付近に集まる．上下方向のレーザペアは縦

方向の原子冷却に寄与するが，上方向へのレーザの強度

を下方向へのそれよりもやや大きくしておくことにより，

原子に上向きの速度を与える．そして，冷却原子は下方

向へのレーザを供給するために設置したミラーに設けら

れた直径0.8 mmの穴からビームとして出射する． 

 ここで，2D+-MOTの実験系に対する2D-MOTのそれの 

 

図6 2D+-MOTの実験配置．4つの陸上競技トラック型コイルに

よって励起される2次元的な四重極磁場と6本の冷却用レー

ザによって構成される．原子は穴あきミラーの穴から冷却

原子ビームとして取り出される． 

 
表3 2D+-MOTにおける実験パラメータ．ただし，水平方向に

伝播するレーザビームの形状は鉛直方向に長い楕円である． 
周波数離調 -18 MHz 
磁場勾配 0.126 T/m 

レーザビーム径（水平ビーム） 水平方向: 7 mm 
鉛直方向: 24 mm 

（鉛直ビーム） 7 mm 
レーザパワー（下向きビーム） 0.64 mW 
      （上向きビーム） 2.1 mW 

（水平ビーム1本あたり） 3.8 mW 

 

大きな違いは，冷却原子ビームの軸上の2本の冷却用レ

ーザを照射しないことと，原子ローディング用の熱原子

ビームの冷却部が必要なことのみである．従って，

2D+-MOTと2D-MOTの両方を実現できる装置を設計する

ことが可能である． 

 

5.6 パルスビーム方式の原子泉 

 図7に冷却原子源として2D+-MOTを配置したパルスビ

ーム方式の原子泉を模式的に示す．原子泉は2D+-MOT

部，横方向冷却部，検出系，およびマイクロ波相互作用

領域により構成される．冷却原子ビームの径は出射後広

がっていくが，ビーム径がマイクロ波共振器の内径と等 
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図7 パルスビーム方式の原子泉．光モラセスが2D+-MOTと横

方向冷却に置き換わった以外は通常の原子泉（図2）とほ

ぼ同様である． 

 

しくなる場所で水平方向から4本の負離調のレーザを照

射して横方向冷却を行う．これによって，ビーム径が可

能な限り大きく横方向速度広がりの小さな冷却原子ビー

ムを形成する．ここで，横方向冷却部からマイクロ波共

振器までの距離を約1 mとする．冷却原子ビームの先頭

がマイクロ波共振器に到達する直前に2D+-MOTと横方向

冷却用のレーザをオフにする．これによって，長さ約1 m

の冷却原子群が生成される．この後は通常の原子泉と同

様に，状態選択共振器において選び出された基底状態の

F=3, mF=0の原子がラムゼー共振器において2度のπ/2パ

ルスを受け，蛍光観測によって検出される．ただし，縦

効率を大きくするために検出系をなるべく低い位置

（2D+-MOTの穴あきミラーのすぐ上）に設け，検出用レ

ーザを適切なタイミングで短時間（0.1秒程度）だけ照射

する． 

 

6. パルスビーム方式の長所と問題点 

 

6.1 パルスビーム方式の長所 

1. 細長くて原子数の多い冷却原子群を生成できる． 

 光モラセスの場合には，検出原子数は104であり，

高点における原子群の体積は6×10-6 m3程度と見積もら

れる．従って，表2に示すように，光モラセスの代わ

りに2D+-MOTを用いることにより，検出原子数が2桁

増える一方で体積も2桁増加するので，衝突シフトの

不確かさを維持したまま周波数安定度を1桁向上させ

ることが可能になると期待される． 

 

2. 必要なレーザパワーが小さい． 

 NMIJ-F1では，光モラセスを得るために波長可変の

外部共振器半導体レーザの出力を光アンプで約300 mW

まで増幅して用いている．また，NIST-F1においては

出力1 WのTi:Sapphireレーザを用いている．これらのレ

ーザシステムは波長可変レーザとしては出力が大きく，

数百万円から数千万円と高価である．しかし，論文44)

によれば2D+-MOTでは光源のパワーは50 mWですむた

め，市販品で100万円前後，自作すれば数十万円で作

製できる外部共振器半導体レーザを用いれば十分であ

る． 

 

3. 検出領域での背景セシウムガスが少ない． 

 光モラセスでは真空チャンバ内にセシウムの熱気体

原子を充満させることによって原子が供給される．検

出領域と光モラセス領域は繋がっているため，検出領

域にも熱原子が導入されてしまう．こうした背景ガス

が観測されると検出雑音が増える． 

 2D+-MOTでも熱気体原子を充満させることにより原

子が供給されるが，2D+-MOTとそれより上部がミラー

の直径0.8 mmの穴のみで繋がるように真空チャンバを

設計・製作することが可能である．そのため，背景ガ

スとして検出領域に入る原子の数は，光モラセスの場

合に比べて非常に小さくなると期待される． 

 

4. ジャグリングに比べて装置が簡便である． 

 パルスビーム方式は通常の原子泉よりも複雑になる

ことは間違いないが，以下の2つの理由からジャグリ

ング方式に比べれば簡便ではないかと考えられる． 

 第一に，ジャグリングの場合には，4.1節に述べたよ

うにLVISなどの冷却原子ビーム源と光モラセスの両方

を配置する必要があるが，パルスビーム方式では，冷

却原子ビーム源を配置する代わりに光モラセスが不要
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となる．第二に，ジャグリングでは原子とマイクロ波

の相互作用中に光モラセスを生成する必要があるため，

光シフトを抑制するための何らかの方法を取らなけれ

ばならない．それに対してパルスビーム方式では，原

子がマイクロ波相互作用領域に入る前に冷却原子ビー

ム源や横方向冷却のレーザを切る．加えて，検出用レ

ーザを適当なタイミングでオンオフして光シフトの影

響を受けない原子のみを検出しても十分な原子数が得

られると期待される． 

 

5. 検出用レーザによる光シフトが無視できれば，さら

なる検出原子数の向上が期待できる． 

 NMIJ-F1において6本の冷却用レーザの全パワーは約

130 mWであるのに比べて2本の検出用レーザの全パワ

ーは1 mW程度と弱い．加えて，検出用レーザはマイク

ロ波共振器から下方に約1 m離れた位置に水平方向に

照射される．そのため，検出用レーザによってマイク

ロ波相互作用領域にある原子に誘起される光シフトは

無視できる可能性がある．もし検出用レーザを常時照

射することが可能であれば，速度広がりに依らず縦効

率γ = 1となると考えられる．表2に示したように

2D+-MOTにおいてγ～0.1なので，検出用レーザをオン

オフさせた場合に比べて，照射し続けた場合には検出

原子数は10倍程度になると期待される． 

 

6.2 パルスビーム方式の課題と懸念される点 

 前節ではパルスビーム方式の長所を述べたが，以下の

ような課題や懸念材料も存在する． 

 

1. 2D+-MOTの磁場が測定周波数に及ぼす影響． 

 2.2節で述べたように，マイクロ波相互作用領域は磁

気シールドで覆われている．外部磁場の主な要因であ

る地磁気はこの磁気シールドで十分に遮蔽できるが，

地磁気の大きさ（～30 µT）を超える磁場源が近傍に

あると，測定周波数に影響する可能性がある．そのた

め，磁場発生源をなるべくマイクロ波相互作用領域か

ら遠ざけたい．パルスビーム方式では四重極磁場を用

いる必要がある2D+-MOTをマイクロ波共振器から約 

1 m離して配置する予定であるが，この距離では不十

分かもしれない．場合によっては，さらに遠ざけるか，

新たな磁気シールドか補正コイルを設置する必要があ

るだろう． 

 ただし，例えばジャグリングにおける原子ロードに

用いられるLVISでも2D+-MOTと同程度の磁場を印加す

る必要があることに注意すべきである．原子泉のさら

なる高度化には，冷却原子源の生成のために磁場の印

加が必要となり，そうした磁場の影響の除去は今後重

要な課題になると考えられる． 

 

2. 超高真空装置の高さが3 mに及ぶ． 

 全体の装置の高さは2D+-MOTにおける原子の平均速

度8 m/sに相当する打ち上げ高さ3 mとほぼ同じになる．

また，平均速度が小さくなる2D-MOTを用いた場合で

も装置の高さは2 mに及び，少なくとも通常の原子泉

装置よりも高くなる．このため，振動などに対する安

定性が下がることに加え，より精密な鉛直出しや高精

度なアラインメントが必要になる． 

 

3. 打ち上げ高さの制御が難しい． 

 2次ゼーマンシフトの補正量を見積もるためには，

マイクロ波相互作用領域における磁場分布を精密に測

定する必要がある．3.2.5節に述べたように，打ち上げ

高さの関数として mF=1に対する遷移周波数の1次ゼ

ーマンシフトを測定することにより磁場分布を得る．

そのため，打ち上げ高さ（すなわち冷却原子ビームの

平均速度）の精密制御が必要不可欠である． 

 光モラセスの場合には，対向するレーザの周波数が

異なると定在波が動くことを利用して原子に速度を与

える．レーザの周波数差は精密に制御することが可能

なため，原子の速度を高い精度で制御できる．それに

対し2D+-MOTの場合には，上下方向の冷却用レーザの

強度と周波数を調整することによって散乱力のバラン

スを変え，冷却原子ビームの平均速度を制御するが，

調整可能な平均速度の範囲と制御精度は論文に記載さ

れておらず定かではない．2D-MOTの場合には，レー

ザの周波数を調節して平均速度を2 – 8 m/sの間で変化

させられることが論文に示されているので，2D+-MOT

で平均速度の調整がうまくいかない場合には2D-MOT

を採用することになるだろう． 

 

7. まとめ 

 

 原子泉型セシウム一次周波数標準器を高度化して1×

10-16の不確かさを実現するためには，検出原子数の増大

による周波数安定度の向上と衝突シフトの不確かさの低

減を両立させることが必要不可欠である．そのための方

策として，NISTでは衝突シフトを保ったまま検出原子数

を増やすことを目指したジャグリング方式の原子泉を開

発中であり，SYRTEではAP法を利用して衝突シフトの見

積もり精度を高めている．さらには，METASでは，低密
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度かつ大原子数の冷却原子群を実現するために，連続的

な冷却原子ビームを用いた原子泉を開発している． 

 本調査研究では，METASの原子泉で問題となっている

光シフトを避けるために，パルスの冷却原子ビームを用

いることを提案した．さらには，従来のいくつかの冷却

原子ビーム生成法を調べ，冷却原子ビームのフラックス，

速度，および速度広がりといった性能値から，原子泉に

適用した際に予想される周波数安定度や衝突シフトの不

確かさを見積った．その結果，冷却原子ビーム生成法と

して2D+-MOTを採用した場合に，衝突シフトの不確かさ

と周波数安定度を合成して得られる不確かさが～1×10-16

になることが導かれた． 
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